


３‐②．介護予防・日常生活支援総合事業の実績
自立支援に資する介護予防ケアマネジメント



介護予防支援の指定対象の拡大
指定居宅介護支援事業者が

介護予防支援の指定を受けて実施する場合の所要の手続き等

（現行の取扱い）

市町村 地域包括支
援センター

運営協議会

指定居宅介護支援事業者
指定介護予防支援の業務に関する知識・
能力を有する介護支援専門員が従事して
いるもの

指定 委託

意見

指定居宅介護
支援事業者

介護保険法施行規則の改正（案）

●介護予防を行う者として事業所の介護支援専門員を規定

●指定申請の際に、事業所の名称・所在地等、既に提出してい
る事項に変更がない場合は一部の提出書類を省略可

●介護サービス情報公表制度について、指定居宅介護支援事
業所の運営状況として介護予防支援の指定の状況を記載する
ことで足りるものする

指定申請

指定
※指定基準・介
護報酬について
は介護給付費分
科会で議論中

（Ｒ６.４～）

全国厚生労働関係部局長会議資料（令和６年１月）より抜粋



介護予防支援の指定対象の拡大
指定介護予防支援事業者に対する地域包括支援センターの一定の関与

市町村

地域包括支援センター

包括的・継続的ケアマネ
ジメント支援業務に「介護
予防サービス計画の検
証」を追加

【改正介護保険法第115条の45
第２項】

指定居宅介護
支援事業者

介護予防支援の適切・有効な実施のため必要があるときは
助言を求めることができる

【改正法第115条の30の２第２項

介護予防サービス計画の検証のため必要があるとき
は情報の提供を求めることができる

【改正法第115条の30の２第１項】

介護保険法

施行規則の
改正 （案）

提供する情報として、介護予防サービス
計画、関連する情報※、その他市町村が
定める事項を規定※利用者の情報・基本
チェックリスト・支援の経過等

全国厚生労働関係部局長会議資料（令和６年１月）より抜粋



居宅介護支援事業者が市町村から
指定を受けて介護予防支援を行う場合の取扱い

②居宅介護支援事業者が市町村から指定を受けて介護予防支援を行う場合の取扱い

【介護予防支援】

令和６年４月から居宅介護支援事業者も市町村からの指定を受けて介護予防支援を実施できるよ
うになることから、以下の見直しを行う。

ア市町村長に対し、介護予防サービス計画の実施状況等に関して情報提供することを運営基準上
義務付けることに伴う手間やコストについて評価する新たな区分を設ける。

イ以下のとおり運営基準の見直しを行う。

ⅰ居宅介護支援事業所が現在の体制を維持したまま円滑に指定を受けられるよう、居宅介護支援
事業者が指定を受ける場合の人員の配置については、介護支援専門員のみの配置で事業を実施
することを可能とする。

ⅱまた、管理者を主任介護支援専門員とするとともに、管理者が他の事業所の職務に従事する場
合（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者の場合であって、その管理する指定
介護予防支援事業所の管理に支障がないときに限る。）には兼務を可能とする。

令和６年度介護報酬改定に関する審議報告（令和５年 12 月 19 日）（抜粋）

全国厚生労働関係部局長会議資料（令和６年１月）より抜粋



居宅介護支援事業者が市町村から
指定を受けて介護予防支援を行う場合

市町村長に対し、介護予防サービス計画の実施状況等に関して情報提供することを

運営基準上義務付けることに伴う手間やコストについて評価する新たな区分

現行 ４３８単位 地域包括支援センター ４４２単位

指定居宅介護予防支援事業者 ４７２単位



介護予防支援原案作成委託料に関する考え方（案）



本市条例および施行規則の変更

主な改正内容

１．指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者に関する基準を定める。

・管理者の要件

・市町村長からの情報の提供を求められた場合には、その求めに応じなければならない。

２．指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。※経過措置：令和７年３月31日までの期間においては、適用されません。

３．指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命または

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等（身体的拘束その他利

用者の行動を制限する行為）を行ってはならない。身体的拘束等を行う場合には、その態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけれ

ばならない。

４．モニタリングについて、条件を満たす場合にテレビ電話を装置等を活用することができる。



実施までのスケジュール（案）
令和６年４月１日指定交付の場合

時期 内容 実施機関

令和６年２月１６日 指定介護支援事業所への介護予防支援に関するアンケート 市健康づくり・介護予防課

３月１１日 説明会の実施
市健康づくり・介護予防課のホームページに３月１２～１８日掲載予定

市健康づくり・介護予防課

３月１３日～ 受付開始 申請〆切（３月１８日）：市健康づくり・介護予防課 指定居宅事業所

指定研修動画の視聴【必須】 →報告用フォーム入力（18日〆切）
市福祉指導監査課のホームページに３月１２～１８日掲載予定

指定居宅事業所

～３月２２日 手数料30,000円の納付書控えの提出（画像送信）〆切 指定居宅事業所

指定申請要件の確認、審査 市健康づくり・介護予防課

４月１日～ 指定交付
（順次、窓口来所にて受理）

市健康づくり課
（指定居宅事業所）

令和６年５月１日以降の指定交付については、後日、
市ホームページ等でお知らせします。



指定時研修の修了報告の
キーワード②

「地域ケア会議」

全ての動画確認が終わりましたら、キーワード①と②について健
康づくり・介護予防課にメールで報告してください。

報告をもって研修修了といたします。

健康づくり・介護予防課 kenkokaigo@city.Hirakata.osaka.jp


